
草津市自殺対策推進会議
【草津市附属機関設置条例】

○第２次草津市自殺対策行動計画に基づき、総合的な対策の推進、
検討および評価について協議

草津市健康づくり推進協議会設置条例（昭和56年施行、平成25年改正）に基づく

市民の健康の維持および増進に関する事項を協議する場。

・健康増進計画に関すること・・・ 「健康くさつ２１（第２次）中間評価」重点施策１～５

・健康づくりのための事業の推進に関すること

・健康づくりのための環境整備に関すること

・その他市民の健康づくりに関すること

社会福祉協議会、民生委員児童委員協議会、老人クラブ連合会、校長会、保育協議会、まちづくり協
議会連合会、商工会議所、国民健康保険運営協議会、労働者福祉協議会、健康推進員連絡協議会、

一般公募、医師会、歯科医師会、薬剤師会、南部健康福祉事務所、滋賀医科大学、立命館大学
計２０名

健康増進部会
◯健康増進に関すること

糖尿病対策について

保健推進部会
◯保健推進に関すること

歯科保健対策について

健康増進計画推進部会
◯健康増進計画に関すること
（健康くさつ２１（第２次）計画の
進捗管理等）

健康くさつ２１（第２次）に係る庁内関係課会議

・第２次計画の評価および中間評価を受けて、

各課事業等の報告や協議

健康推進員連絡協議会、栄養士会、健康づくり財団、歯科衛生士会、医師会、歯科医師会、南部健
康福祉事務所、滋賀医科大学 等 各８名

長寿いきがい課、保険年金課、地域

保健課、健康福祉政策課、スポーツ

保健課、商工観光労政課、まちづくり
協働課、生活安心課、企画調整課

会議の位置づけ

第３次食育推進計画推進に係る庁内関係課会議

・第３次食育推進計画の推進について、各課事業等の報告や協議

糖尿病対策ガイドライン（第３期計画
に係る庁内関係課会議）

・第２期計画のガイドラインについての評価およ
び第３期計画に向けて各課事業等の報告や協
議

草津市食育推進懇話会
・草津市の食育推進計画の推進について意見交換する場

健康推進員連絡協議会、栄養士会、医師会、歯科医師会、南部健康福祉事務

所、保育協議会、司厨士協会、農業協同組合、消費生活学習会、ＰＴＡ連絡協
議会、まちづくり協議会連合会、立命館大学

長寿いきがい課、介護保険課、保険年金

課、地域保健課、幼児課、スポーツ保健課、

子育て相談センター

地域保健課、子ども子育て推進室、
幼児課、スポーツ保健課、まちづく
り協働課、子育て相談センター

報告

草津市自殺対策に係る庁内関係課会議
・自殺対策行動計画の評価および各課事業等の報告や協議

報告

報告

男女共同参画課、人権政策課、人権センター、納税課、まちづくり協働課、
生活安心課、商工観光労政課、健康福祉政策課、生活支援課、障害福祉
課、地域保健課、長寿いきがい課、子ども・若者政策課、子ども家庭課、家
庭児童相談室、子育て相談センター、少年センター、児童生徒支援課、人と
くらしのサポートセンター

まちづくり協働課、生活安心課、商工観光労政課、農林水産課、資源循
環推進課、くさつエコスタイルプラザ、健康福祉政策課、地域保健課、長
寿いきがい課、保険年金課、幼児課、生涯学習課、スポーツ保健課、学
校給食センター、子育て相談センター

社会福祉協議会、民生委員児童委員協議会、まちづくり協議会連合会、
商工会議所、司法書士会、公共職業安定所、滋賀県自死遺族の会、滋
賀いのちの電話、医師会、警察署、病院、一般公募、南部健康福祉事務
所

資料１



 

 

 

草津市附属機関設置条例 

（趣旨） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第１３８条の４

第３項に規定する附属機関（以下「附属機関」という。）の設置等については、法律

もしくはこれに基づく政令または他の条例に定めるもののほか、この条例に定める

ところによる。 

（附属機関の設置およびその担任する事務） 

第２条 市は、市長の附属機関として別表第１の名称の欄に掲げる機関を置き、その

担任する事務を同表の担任事務の欄に掲げるとおり定める。 

２ 市は、教育委員会の附属機関として別表第２の名称の欄に掲げる機関を置き、そ

の担任する事務を同表の担任事務の欄に掲げるとおり定める。 

（組織） 

第３条 附属機関の委員の定数は、別表第１および別表第２の定数の欄に掲げるとお

りとする。 

２ 附属機関が担任する事務のうち、特定または専門の事項について調査審議等をす

るため、当該附属機関の委員で構成する分科会、部会その他これらに類する組織を

当該附属機関に置くことができる。 

（委任） 

第４条 この条例に定めるもののほか、附属機関の組織、運営その他必要な事項は、

当該附属機関の属する執行機関が定める。  

   付 則 

 この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

別表第１（第２条第１項、第３条第１項関係） ※抜粋 

名称 担任事務 定数 

草津市自殺対策推進

会議 

自殺対策の策定、推進および評価に関し必要な事項

についての調査審議に関する事務ならびに自殺対

策に関する関係者相互の連絡調整に関する事務 

１５人以内 

 

別表第２（第２条第２項、第３条第１項関係） ※省略 

 



 

 

   草津市附属機関運営規則 

 (趣旨） 

第１条 この規則は、草津市附属機関設置条例（平成２５年草津市条例第３号。以下「条

例」という。）別表第１に掲げる市長の附属機関（別に定めるものを除く。以下「附

属機関」という。）の運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （委員） 

第２条 附属機関の委員は、別表第１の委員資格者の欄に掲げる者のうちから市長が委

嘱し、または任命する。 

 （任期） 

第３条 附属機関の委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補

欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 別表第２に掲げる附属機関の委員の任期は、前項本文の規定にかかわらず、それぞ

れ同表の任期の欄に掲げるとおりとする。 

 （委員長等） 

第４条 附属機関に委員長および副委員長を置く。 

２ 前項の規定は、委員長の名称に会長その他これに類する名称を、副委員長の名称に

副会長その他これに類する名称を用いることを妨げるものではない。 

３ 委員長（会長その他これに類する名称である場合を含む。以下同じ。）および副委

員長（副会長その他これに類する名称である場合を含む。以下同じ）は、委員の互選

によりこれを定める。 

４ 委員長は、附属機関を代表し、会務を総理する。 

５ 副委員長は、委員長に事故があるときまたは委員長が欠けたときは、その職務を代

理する。 

６ 委員長および副委員長にともに事故があるときまたは委員長および副委員長がと

もに欠けたときは、委員長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。 

７ 別表第３に掲げる附属機関の委員長および副委員長は、第３項の規定にかかわらず、

それぞれ同表の委員長および副委員長の欄に掲げる者をもって充てる。 

 （附属機関の会議） 

第５条 附属機関の会議は、委員長が招集する。ただし、委員長、副委員長および前条

第５項により指名された委員の全てが不在の場合は、市長が招集する。 

２ 委員長は、会議の議長となる。 

 （定足数および議決の方法） 

第６条 附属機関の会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

２ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは議長の決す

るところによる。 

３ 前２項の規定にかかわらず、別表第４に掲げる附属機関の定足数および議決の方法

は、それぞれ同表の定足数および議決の方法の欄に掲げるとおりとする。 

 （関係人の出席等） 

第７条 附属機関は、必要と認めたときは、その議事に関し専門的知識を持つ者または

関係人を出席させ、説明または意見を聴くことができる。 



 

 

 （守秘義務） 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同

様とする。 

 （分科会等） 

第９条 条例第３条第２項の規定により、別表第５に掲げる附属機関に、それぞれ分科

会等の欄に掲げる分科会、部会その他これらに類する組織（以下「分科会等」という。）

を置き、担任事務の欄に掲げる事務を所掌させる。 

 （庶務） 

第１０条 別表第１に掲げる附属機関の庶務は、同表の所属の欄に掲げる所属がこれを

行う。 

 （その他） 

第１１条 この規則に定めるもののほか附属機関の運営に関し必要な事項は、委員長が

附属機関に諮ってこれを定める。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

 （草津市一般職員懲戒審査委員会規則等の廃止） 

２ 次に掲げる規則は、これを廃止する。 

(1) 草津市一般職員懲戒審査委員会規則（昭和５７年草津市規則第２９号） 

(2) 草津市一般職員分限審査委員会規則（平成２３年草津市規則第３２号） 

 （任期の特例） 

３ 第３条第１項本文の規定にかかわらず、この規則の施行後、初めて委嘱され、ま

たは任命される委員の任期は、委嘱の日から市長が別に定める日までとする。 

 

別表第１（第２条、第１０条関係） ※抜粋 

附属機関の名称 委員資格者 所属 

草津市自殺対策推

進会議 

(1) 学識経験を有する者 

(2) 公募市民 

(3) 自殺対策に取り組む団体から選出され

た者 

(4) その他市長が必要と認める者 

健康福祉部健康増

進課 

 

別表第２（第３条第２項関係） ※省略 

 

別表第３（第４条第７項関係） ※省略 

 

別表第４（第６条関係） ※省略 

 

別表第５（第９条） ※省略 

 


	①-1　位置づけデザイン
	①-2　草津市附属機関設置条例
	①-3　附属機関運営規則

